
平成29年度地域循環圏・エコタウン低炭素化促進事業
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使 用 済 み き の こ 培 地 を 主 と す る 地 域 未 利 用 資 源 の
乾 溜 ガ ス 化 に よ る 電 力 利 用 の 事 業 化 可 能 性 調 査

資料５－１

長野県中野市
FS事業成果概要



１-1．背景
主要産業であるきのこ生産の過程で排出される使用済みきのこ培地
は年間約１３万トンに上り、生産拡大に伴い排出量も増加している。
使用済みきのこ培地は堆肥化、リサイクルを中心に再利用されている
が、一方で畑に還元されているものについては、臭気問題など処理に
関する課題も存在している
生活系生ごみに加え、本市の特産である巨峰、リンゴを初めとする果
樹等の剪定枝、籾殻、林地残材などの有効利用も本市の課題となっ
ている。

１-２．目的
地域の主要産業であるきのこ生産に伴い排出される使用済みきのこ
培地を主とする、果樹等の剪定枝、籾殻等の地域に賦存する未利用
資源を有効利用し、地域資源循環の確立を目指す。
乾溜ガス化発電による熱電併給での有効活用を検討する。
事業化による環境負荷削減効果と事業採算性を評価する。
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１．事業概要

使用済みきのこ培地

※４/1～翌3/31で集計しています。
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１．事業概要
１-３．実施項目

１）廃棄物及び未利用資源の現状把握と燃料化に関する調査
種類ごとの排出量/場所、利用状況を確認すると共に、想定原料の含水率、
保有熱量等燃料としての適性を把握する。併せて原料調達先についての検
討も行う。

２）電力供給先候補施設の電力消費量調査
主な公共施設及び電力消費量の大きいきのこ培養センターを対象に調査を
実施する。この調査で得たデータにより今回想定する発電施設の発電規模の
検証及び今後導入する熱電併給施設の設置場所について検討を行う。

３）実証試験（乾溜ガス化、燃焼、発電）
当初想定した使用済みきのこ培地、籾殻、剪定枝を原料に５回の
実証試験を実施しとガス化残渣（灰分）の分析を行い、有効利
用の可能性についての検討を行う。

４）環境負荷削減効果の評価
環境省の『循環資源のリサイクル及び低炭素化に関する効果算出
ガイドライン 』に従って、事業の直接効果によるエネルギー起源CO2
の削減効果を評価する。

テスト機フロー

テスト機：乾溜ガス化燃焼装置MGB-150SE型
スターリングエンジン付
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２．事業の成果
２-１事業の成果概要 使用済みきのこ培地の乾溜ガス化発電による循環利用

地域バイオマス系資源排出量の７７
％は使用済みきのこ培地。
使用済みきのこ培地は総排出量の８
５％が培養センターから排出されてい
る。
４８千トンの使用済みきのこ培地が
利用可能である。
利用可能な使用済みきのこ培地を原
料として乾溜ガス化発電により電力・
熱を製造する。
培養センターではきのこ生産用電力
及び熱の需要が大きく上記設備の設
置対象施設として考えられる。
ガス化残渣として出る焼却灰は融雪
剤、セメント原料、肥料として再利用
できる可能性がある。

２-２廃棄物及び地域未利用資源の現状と燃料化
排出量の７７％は使用済みきのこ培地。
畑に還元されている使用済み培地の内４８千トンは利用可能。
林地残材、籾殻、稲藁の原料利用には収集体制の確立が必要
焼却施設では焼却熱を利用し発電を実施している。

水分量が多いが排熱の有効利用によ
り対応可能。
乾燥後は揮発分が多量に存在する
事からガス化燃焼プロセスの燃料とし
ては適していると考えられる。
含水率
wt.％

熱量
KJ/㎏

揮発分
wt％

灰分
wt%

56.3 18,364 26.4 8.1

安定確保が可能であること、燃料特性がガ
ス化燃焼に適していることから乾溜ガス化発
電事業に有効な原料と考えられる。

構成比 処理方法

生ごみ 2,371 ｔ 1.4% 焼却

紙屑、木屑等 8,827 ｔ 5.1% 焼却

林地残材 880 ｔ 0.5% 焼却

チップ・おが屑等 198 ｔ 0.1% 焼却

使用済みきのこ培地 132,823 ｔ 77.0% 下段参照

籾殻・稲わら - すき込み

剪定枝 16 ｔ 0.0% チップ

下水汚泥 2,967 ｔ 1.7% 堆肥

し尿 6,145 ㎘ 3.6% 堆肥

畜産 18,225 ｔ 10.6% 堆肥

合計 172,452 100.0%

排出量

項目 数量（ｔ）/年 構成比

堆 肥 34,475 25.9%

肥 料 7,540 5.7%

リ サ イ ク ル 18,872 14.2%

燃 料 6,195 4.7%

畑 へ 還 元 65,741 49.5%

132,823

再利用
排出量（ｔ）
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２．事業の成果
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使用済みきのこ培地

場所別排出量と利用可能量

排出量(t) 利用可能量(t)

培養センターの電力・熱需要は場所によりバラつきがあるが年間で電力は約２000M
Ｗh以上、燃料は灯油又は重油で年間約200KL以上の需要がある。
培養センターが主な培地排出場所でもある事から、同施設内への設置を想定する。
Aでは培養作業は行っていないので、D、Fへ原料としての仕向可能であることから
C,E規模（利用可能量１万トン）を想定した処理を検討した。

２-３電力供給候補先施設の電力消費調査

２-４実証試験

えのき、しめじ各培地単体及び籾殻、剪定枝との混合物を原料として試験を実施した
籾殻はケイ素分が多くガス化燃焼の原料としては適さないことが確認できた。
剪定枝は２０％程度であれば乾燥しないで混合できることが確認できた。
ガス化、燃焼、発電が安定して継続されることが確認できた。
ガス化炉でのクリンカーの付着がないことを確認した。
安定運転、クリンカーの発生がないことが確認できたことから、使用済みきのこ培地を原
料とする乾溜ガス化発電は連続運転が可能であると考える。
ガス化残渣の灰分は、融雪剤、セメント原料、肥料としての利用が期待できる。

元素
カルシウ
ム　Ca

ケイ素
Si

カリウム
K

リン
P

鉄
Fe

硫黄
S

マンガン
Mn

亜鉛
Zn

その他

エノキ培地 32.7 28.3 22.7 10.0 3.0 2.0 0.7 - 0.6

ブナシメジ培地 45.8 - 29.4 14.8 6.9 1.3 1.1 0.5 -

焼却灰成分分析表（単位：wt％）

0
100
200
300
400
500
600
700
800
900

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000

燃
料
消
費
量
（
Ｋ
Ｌ

/年
）

電力消費量（ＭＷｈ/年）

場所別年間電力・燃料需要量

G

B

C

D
H-2

H-1

E

F

：重油使用：灯油使用



6

２．事業の成果
２-５事業性の評価

電力供給先調査の結果より３０ｔ/日処理とし9,900ｔ/年処理を想定した。
製造した電力、熱は発電設備で消費した余剰分をきのこ培養施設へ供給する。
設備導入による費用削減効果を収益と見做し収支検討を行った。
現状の排出培地処理額により事業性が影響されると考えられる。
収支検討の結果、排出培地処理単価が8000円/ｔ以下となる場合事業性が確保
できなくなると考えられ、設備導入補助の利用等対策が必要になると思われる。

２-５ＣＯ２削減効果の評価

現状では原料となる使用済みきのこ培地は畑に還元処理されていることから、エ
ネルギー起源CO2は輸送工程のみで発生している。これをベースラインとした。
事業実施後は使用済み培地発生場所での乾溜ガス化処理となるため輸送工
程でのエネルギー起源ＣＯ2の発生はない。
事業実施後は、使用済みきのこ培地を乾溜ガス化技術により、発電および熱利
用を行うことで、化石燃料由来のエネルギー製造が抑制された効果を評価した。
この結果原料として利用する使用済みきのこ培地１ｔあたりの削減量は172㎏
-CO2eとなり年間で1,702ｔ-CO2eの削減効果が見込まれる。
使用済みきのこ培地を乾溜ガス化技術によるエネルギー利用を行うことで、資源
代替効果によるCO2削減効果が大きいことが判明した。特に、熱利用に関して
は、発生量と自家消費量が同程度であったため、灯油代替の削減効果はそれ
ほど大きくないが、プラントの自家消費電力に対して発電量が大幅に上回ってい
たことが削減効果を押し上げていると考える。

使用済みきのこ培地
処理量

重量当たり 年間

ＣＯ2排出量削減 9,900ｔ/年 172㎏-CO2e/t 1,702t-CO2e/年

生産量 単位
プラント運転
での消費量

単位 利用可能量 単位

電　　　力 3,769 ＭＷｈ 485 ＭＷｈ 3,284 ＭＷｈ

熱供給
（灯油換算）

711 KL 664 KL 47 KL

投入量 単位
排出量
（灰分）

単位 減量化量 単位

使用済み培地 9,900 ｔ 500 ｔ 9 ,400 ｔ

設備導入による効果

発電効率：13％
熱利用率：２５％
※添付資料参照



３－１．事業化に向けた課題
１）エネルギー利用機運の醸成

排出元のきのこ生産者や培養センターは堆肥化を中心とした再利用を行っているが、
今後はエネルギー利用機運の醸成を進める必要がある。

２）事業希望者、原料供給者、エネルギー消費者間の調整
今回の事業内容は公表するが、併せて、上記３者の開拓と３者間の調整が必要。

３）JA中野市との連携
引き続き、JA中野市と緊密な連携を図り、事業化へ向けた作業を継続する必要が
ある。

４）実証プラントの設置
FS結果に基づき、事業化に向けた実証プラントを設置することができれば
事業化へ大きく前進できると考える。

５）焼却灰の有効利用
今回のFSでは焼却灰が融雪剤として有効であることが確認できたが、エコ
セメント原料としてなど、残渣の出口についても検討をつづける必要がある。

６）使用済み培地需要動向の把握
メタン発酵、肥料化など新たな、使用済み培地の需要が伸びてきており、将
来的にバランスのとれた再利用が進められるように、継続的に需要動向の把
握に努める必要がある。

３－２．今後の展開
１）FS事業内容の公表

事業化への機運醸成を図る
２）事業化時の実施体制の検討

SPC、オンサイトへの導入など実施体制を検討する
３）収益性向上方策の検討

事業性の検討を継続し、マスタープランの作成等事業化支援を行う
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３．事業化に向けた課題と今後の展開

連絡先 担当 ：中野市 経済部 農政課 振興係
電話番号 : 0269-22-2111（代表）
E-Mail    : nosei@city.nakano.nagano.jp



8

⑦利用可能電力量

9,951 kwh

⑥自家消費電力

1,469 kwh

出力 476 kw

④発電量 11,420 kwh

⑤効率 13%

発熱量/㎏ 18,364.0 KJ

②灯油 ③灯油

1,916.21 Ｌ 95.81 Ｌ ⑧効率 25%

70,325 MJ 3,516 MJ ⑨利用可能量 79,061 MJ

外部投入熱 外部投入熱 ※ボイラーへの蒸気循環を考慮していない

システム熱収支（MJ)

ロス ：物質、熱の流れ

①原料 242,405 乾燥 34,585 ：熱の流れ

②灯油 70,325 ④電力 41,112 ：電力の流れ

③灯油 3,516 ⑨熱利用 79,061

316,246 154,758 161,488

熱利用

燃焼/ボイラー

入熱

スチームタービン

発電①原料投入熱量（MJ）

242,405

使用済み培地３０ｔ
（含水５６％）

消費

乾燥炉 ガス化炉

（消臭処理）

添付資料

１．想定する乾溜ガス化発電プロセスでの熱収支フロー

＊キノコ培地は、灰分（約10％）が多く、高温燃焼に於いて、クリンカｰ発生がし易い。
＊連続式の焼却方式（ストーカ炉、流動床炉）は、焼却後の灰分、クリンカー等の発生量が多く、清掃等
の維持管理が必要となる。

＊乾溜ガス化炉は、燃焼温度が約400℃であり、クリンカーが発生しにくく清掃が容易である。
＊複数の乾溜ガス化炉を設置することにより、灰の清掃時間が確保でき、燃焼炉における燃焼ガスの連続
運転が可能となる。
（構成）
原料→ロータリキルン式乾燥炉→乾溜ガス化炉→燃焼炉→発電機→熱回収装置→冷却塔→バグフィルタ
→煙突→大気放散

２．乾溜ガス化燃焼システムの選定理由
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添付資料

３．熱利用システム方式の比較

項 目 A：スターリング発電方式 B：蒸気タービン発電方式 C：ガスタービン発電方式

概 要
燃焼炉の燃焼熱によりス
ターリング方式で発電し、
廃熱から蒸気、温水を回
収し熱利用する。

燃焼炉の燃焼熱によりボ
イラで高圧蒸気を生成し、
蒸気タービン方式で発電
し、廃熱から蒸気、温水
を回収し熱利用する。

乾溜ガス化で発生した可燃性
ガスを生成して、ガスタービ
ン方式で発電し、廃熱から蒸
気、温水を回収し熱利用する。

システム
の構成

燃焼炉－スターリングエ
ンジン発電装置→電力、
廃熱利用

燃焼炉－ボイラ→蒸気
タービン発電機 → 電
力、廃熱利用

乾溜ガス化炉→ガス生成装置
→ガスタービン発電機→排ガ
ス処理 発電、廃熱利用

適用原料
熱供給は間接方式である
ため、原料（熱ガス成
分）の変動による影響が
少ない。

熱ガス成分の変動による
高圧蒸気生成への影響が
少ない。

発電機に有効なガス成分は
20％であり、キノコと培地の
有効利用といえない。

熱回収効
率
発電効率

間接熱回収方式であり発
電効率は総合効率（5％程
度）と低い。

ボイラによる熱回収効率
が高く発電効率(12～
15％）も高い。

燃焼ガスの直接利用であり、
安定した成分や量の供給がで
きれば総合効率（約20％）は
高い。

CO2の削
減量

バイオマスの保有熱量が
有効に利用されない。

バイオマスの保有熱量が
有効に利用され、CO２発
生量の削減効果が大きい。

バイオマスの保有熱量が有効
に利用されない。

設備費
スターリングエンジンの
販売実績が少なく、価格
が高い。

ボイラ及び蒸気の回収装
置が必要となる。

ガス生成装置、排ガス処理装
置等の設置費用が高い。

ランニン
グ
コスト

法令上の届け出、管理者
等の人員が不要となる。

法令上の届け出、管理者
等の専任が必要となる場
合がある。

法令上の届け出、管理者等の
専任が必要となる場合がある。

総合評価
〇発電機の効率が良けれ
ば採用可能

◎キノコ培地に適した発
電方式である。

△性状の一定なバイオマスに
適している。



平成29年度地域循環圏・エコタウン低炭素化促進事業

大隅半島4市5町における紙おむつ再資源化の
ための技術実証および事業実現可能性調査

鹿児島県志布志市
FS事業成果概要

資料５－２
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背景
大隅地域のごみ焼却量は増加傾向にあり、焼却炉の負担軽減及び
最終処分場の延命化を図るために、ごみの減量化が一番の課題と
なっている。

目的
紙おむつの再資源化（紙おむつ由来の再生材を紙おむつに利用）に
よる上記課題の解決

実施項目
１）実現可能性調査

・使用済み紙おむつの排出量、処理先の現状と予測
･再資源化の効果（CO2削減効果、最終処分場の延命効果、
再資源化のメリット・デメリット）の調査

･環境影響の調査（施設からの放流水の河川植物への影響）
２）使用済み紙おむつの分別排出検証事業

・モデル回収・アンケート等の実施による、分別状況の実態把握、
使用済み紙おむつの排出量推計、住民の意識把握。

３）大隅地域紙おむつ再資源化研究会の設立
・民・学・官・産・金からなる研究会を設立し、紙おむつ再資源化
事業の取り組みの検討・評価を実施。

１．事業概要

事業のながれ

4.5年の事業の中
で、今年度FS事業
は主に右図の赤枠
の部分となる。
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大隅地域紙おむつ再資源化研究会の設立
平成29年11月、有識者及び大隅地域の関係者等の参加
の元、再資源化研究会が設立され、再資源化に向けての大
隅地域で活動していく方向を確認した。

使用済み紙おむつの分別排出検証事業
11月から1月までの回収量は合計約5.1tであった。
うち、子供用が36％、大人用が64％。
市独自の推計によると、賦存量の約6割は分別排出できてい
ると推計。

アンケート調査結果
【結果の主な内容】
☆可燃ごみの袋で出している方の約半数は、モデル回収を知らなかった。
☆環境に良いことへの理解度が高く、リサイクルおむつ等を使いたい、買
うと答えた方が半数を大きく上回ったが、子供用おむつだけは「買わな
い」が半数以上となった。

結果から、十分な周知とリサイクルの意義等の説明（啓発）が必要で
あることが確認できた。

２．事業の成果（1）

紙おむつ排出状況 ごみステーション設置看板
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◆紙おむつ排出量の現状、将来推計及び処理見込量
大隅地域4市5町の総排出量は、2015年度で4,282ｔと推計さ
れ、2040年度は8％減の3,927ｔと予測された。

2015年度の大隅地域4市5町の紙おむつ排出量4,282tの内訳
は、家庭系が2,475t、事業系が1,807tと見込まれた。

上記及びモデル回収結果を基に推計すると、大隅地域の市町での
2015年排出推定量4,282tに対する回収見込量は1,623ｔと
推計され、採算性に必要な量は確保はできることがわかった。（鹿
児島県では、事業系紙おむつは産業廃棄物となるため）

事業採算性
再資源化施設での処理コストについては、30円/kg程度での目途
が立っており、他のごみ処理経費と比較しても十分な水準となって
いる。
紙おむつを分別収集する場合、収集運搬費用が増加するが、可
燃ごみとの摘み合わせが可能なパッカー車の導入が、志布志市で
約300万円の増と最も低コストと見込まれた。

２．事業の成果（2）

保育所
等 家庭系 家庭系 介護施設等 医療機関等

8 219 692 1783 734 845

家庭系 2, 475トン/年

使用済紙おむつ排出全体量  4, 282トン/年
（2015年社人研推計値）

子供用 920トン/年 大人用 3, 362トン/年

医
療
機
関
等
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使用済紙おむつ再資源化効果調査
焼却処理している自治体の場合（肝属2市4町）

焼却処理量（事業系を含む）に占める、紙おむつの割合は3％程度。
■焼却炉：メンテナンス料の抑制（耐火材等の劣化抑制効果）
さらに、焼却によるCO2、NOxの発生抑制

■最終処分場：残余年数を25.2年→25.7年とできることがわかった。
直接埋立処分している自治体の場合（志布志市、大崎町）

最終処分場の埋立量が13％減少するため、
■最終処分場：残余年数を63年→74年とできることがわかった。
さらに、直接埋立で発生するメタンガスの発生抑制

環境負荷削減効果
紙おむつの現状処理をベースラインとして、そのCO2排出量と、実証実
験による紙おむつ分別時のCO2排出量を推計し、CO2削減量を評
価。
その結果、紙おむつ1トン当たりのCO2削減量は360kg-CO2/ｔで
あった。大隅全体の紙おむつ回収量1,623tとすると、年間のCO2削
減量は約584tと見込まれた。

２．事業の成果（3）
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事業化に向けた課題
３．事業化に向けた課題と今後の展開

連絡先 担当 ：志布志市 市民環境課 平原
電話番号 : 099-474-1111
E-Mail    : kankyou@city.shibushi.lg.jp

② 収益性向上方策の検討
財政負担を減らすために収益性を高めることが必要である。そのために
再生パルプの地域内循環及びプラスチックから製造するRPFの域内施
設（温泉施設等）での活用、更には高分子吸収剤（SAP）の再
資源化の検討が必要。

① 事業系の紙おむつ処理の検討
介護施設等から排出される事業系紙おむつを対象として、回収先を広
げるための方策を検討し、量の増加による処理コストの低減に繋げる。

今後の展開

② 市民の理解醸成
モデル地区において、半数以上の方が紙おむつの分別排出ができたと
思われる。本格実施時に回収率を上げるために、価格の安い専用袋の
導入等も検討する必要があるが、ごみの減量化、資源化の必要性も
市民に説明し、理解を得ることが重要となる。

① 収集運搬方法の効率化
紙おむつ専用収集車を追加するとコスト
が増加するため、可燃ごみと同時に回収
できる車両の導入や生ごみとの積み合せ
も検討を進める。今後、IoTの活用も含
めて効率的で低コストな収集システムの
確立を目指す。また、処理施設までの距
離が遠くなる場合の対策も必要となる。
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FS事業の実施体制図

FS事業の実施体制図・スケジュール

FS事業のスケジュール

（有）そおリサイクル
センター（モデル
回収業務受託）

大隅半島２市４町
（モデル回収実施）

ユニ・チャーム（株）
（再資源化技術開発等）

（一財）鹿児島県
環境技術協会
（可能性調査実施）

志布志市

参加事業者

事業監督

11
月
中
旬

11
月
下
旬

12
月
上
旬

中
旬

下
旬

1月
上
旬

中
旬

下
旬

2月
上
旬

中
旬

下
旬

3月
上
旬

中
旬

下
旬

イベント

(1)参加事業者との打合せ
(2)紙おむつ分別排出検証
(3)モデル地区でのアンケート調査

(4)紙おむつ排出量調査

(5)経済性（コスト）の評価
(6)環境性（CO2削減、放流水の影響）
評価

(7)最終報告書とりまとめ

研究会 研究会



平成29年度地域循環圏・エコタウン低炭素化促進事業

産業廃棄物からの資源回収高度化・
低炭素化及びIOTを活用した
収集運搬システム最適化

川崎市ＦＳ事業
成果概要

1

資料５－３



背景
川崎エコタウンの小規模焼却施設では、熱回収を伴わない単純焼却
が一般的であり、再資源化や低炭素化が進んでいない。
収集運搬の配車管理も効率化されておらず、「運転手不足」が深刻
化する中、積載率向上や集荷ルートの最適化が急務となっている。

目的
焼却炉更新に伴う資源回収高度化及び低炭素化効果等の把握
静脈物流効率化に資するＩｏＴ技術実証事業及びその効果検証

実施項目
１）産業廃棄物からの資源回収高度化及び低炭素化

焼却施設の新規設備や運用の改善、運転高度化等による資源循
環高度化と低炭素化手法の検討及び事業計画の策定

２）ＩｏＴを活用した収集運搬システム最適化
ＩｏＴ技術を活用して感染性廃棄物の集積所にカメラ等を設置し、
発生量を把握することで、保冷車の配車計画を効率化・収集運搬
効率化を図る手法を実証して、ビジネスモデルを検討

2

１．事業概要



１）産業廃棄物からの資源回収高度化及び低炭素化
①プラントメーカとの調整による施設整備方針の検討、②破砕・選別施設を
活用したＲＰＦ原料化の検討、③感染性廃棄物のプラスチック・段ボール
容器のワンウェイ焼却回避に資する「容器循環型処理システム（サイクル
ペール）」導入可能性の検証、④廃棄物受入れフローの整理等を行った。
なお、FS調査期間中、余熱利用を前提とした植物工場の設置や、紙おむ
つリサイクル施設の導入も検討したが、コスト面・技術面・制度面の課題解
決が困難との結論に至り、事業計画には含めないこととした。

3

２．事業の成果（１）

①プラントメーカとの調整による施設
整備方針の検討

プランテック社竪型火格子式ストーカ炉

サイクルペールシステム

②ワンウェイ焼却回避に資する「容器循環
型処理システム」導入可能性の検証

②破砕・選別施設を活用したＲＰＦ
原料化の検討

二軸破砕機「IK-100-E」
④廃棄物受入れフローの整理（新規
設備等導入後）



２）ＩｏＴを活用した収集運搬システム最適化
大病院（一箇所）と周辺クリニック（複数箇所）のルート回収を行う産廃収集運
搬業者（一事業者）の収集ルートを最適化するための実証実験を実施した。具
体的には、大病院の排出場所に設置したカメラの画像から排出容量を割り出し、
大病院立ち寄り後の収集車の空き容量を予測して、最適ルートを提案可能なシス
テムを構築した。

画像解析に係る技術実証は、過去に同様の実証データがない「平面画像方式」
及び「深度測定方式」を採用した。

実証結果として採光や背景等の制限があるものの、「±20％」以内の誤差範囲内
で排出容量を測定可能なことが実証されている。

4

２．事業の成果（２）

配車係
パソコン×1台

IoTプラット
フォーム

2. 取得した廃棄物量を定期的に収集
3. アプリにて、大病院とクリニックの位置と、
大病院の廃棄物量を地図上に可視化

4. 保冷車で大病院の廃棄物を回収する場合の
保冷車の空き容量等を計算

5. 上記4.の計算結果より、周辺のクリニック
を含め配車計画作成

1.廃棄物量を通知

感染性廃棄物保管場所

大病院（1箇所）

周辺のクリニック

Ａクリニック Ｂクリニック

ドライバー

6.配車係は、配車計画を確認
し、ドライバーに指示書を
渡す。

保冷車

指示書

アプリ

方法 測距方式 平面画像方式
(光学体積推定)

立体画像方式 深度計測方式
(深度体積推定)

概要 縦と横を既知の値である
ことが前提で、対象物ま
での距離を計測して体積
を推定する

対象物の平面画像から縦
と横を計測し、奥行きを
推定して、体積を計算す
る

対象物の立体画像から縦、
横、奥行きを計測して体
積を計算する

対象物の立体画像から縦、
横、奥行きを計測して体
積を計算する

センサー例 赤外線センサー
超音波センサー
レーザー

カメラ ステレオカメラ 赤外線深度センサー
レーザー深度センサー

適用範囲・精
度・性能

△
容器や場所の形状が決め
られていることが前提

△
明るい場所が前提
奥行きは推定

○
明るい場所が前提

◎
ただし、センサー性能に
より計測範囲に制限

価格 ◎
部品なら、数百円～
装置でも、数千円～

○
部品なら、千円～
装置でも、数千円～

△
部品なら、万円～
装置でも、数万円～

△
部品なら、数千円～
装置でも、数万円～

入手し易さ ○
市販品多数

◎
市販品多数

△
車載、産業向けに限定

○
市販品も登場

収
集
運
搬
事
業
者

※収集運搬事業者は、大病院及び全周辺
クリニックと期間限定の収集運搬契約を
直接締結



実証期間中（１か月間）は、病院倉庫の画像情報を基に保冷車の積
載率を最大化しつつ、最短距離で運行するためのルート表示を行い、(株)
中商はそのデータを参考に収集運搬を行った。

対象クリニック等の数が限定されていたため混載可能な収集運搬の機会が
少なく、クリニック側からの時間指定等に対する要望が強かったことから、理
論上の最適ルートでの回収を行うことは出来なかった。
そこで、当日配車表を基にルート最適化の効果を試算したところ、削減可
能な運行距離は約9.2％と算出されている。（85.9km⇒78.0km）
実証事業で得たデータ等を踏まえて、「センサー管理」を用いた３類型の廃
棄物収集運搬効率化モデルを抽出した。

5

２．事業の成果（３）



１）産業廃棄物からの資源回収高度化及び低炭素化
事業化に向けた課題
検討結果を踏まえた事業計画、受入量及び事業収支の推移（見込み）
は、以下の通りである。今後は、詳細な設備設計等が課題となる。

今後の展開
2023年度からの新規設備稼働に向けて、次年度以降設備の詳細設計を
進め、環境アセス等を含む許認可取得手続きを進める。
焼却炉ピット周辺へのサイクルペール設備設置手法の具体化等について、
設備メーカとの調整により検討を進める予定である。 6

３．事業化に向けた課題と今後の展開（１）

「事業収支」の推移

「受入量」の推移（事業別）

事業計画

（単位：ｔ／年）

（単位：千円／年）



２）ＩｏＴを活用した収集運搬システム最適化
事業化に向けた課題
①制度運用面の課題
排出事業者責任が完遂されることを確保しつつ、対象となり得る全てのクリニック等
が、予め複数の収集運搬業者と収集運搬契約を締結した上で、中間処理先も勘
案した最適ルートで運行出来る収集運搬事業者に回収を委託できるシステムの導
入可能性等についての検討が求められる。
②商慣習面の課題
排出事業者による収集運搬時間帯指定を避けるため、収集運搬事業者側が運
行距離削減を図ることが出来たメリットの範囲で費用低減を図り、その旨を契約書に
明記するなど、新たなサービス形態を提案することなどが求められる。
③技術面の課題
商用サービスとしての更なる技術開発を図るとともに、最適なセンサリング技術の導
入を前提とした排出品目や排出場所等の特性を見据えたビジネスモデルの具体化
を図る必要がある。
課題解決を前提に、廃棄物の区分や種類、排出形態や収集運搬車両、回
収方式等を勘案して最も有効な適用モデルの選定を図る必要がある。

7

３．事業化に向けた課題と今後の展開（２）



今後の展開
ヒアリング結果より、「車両を10台以上保有する事業者にとって、正社員ドラ
イバー１名分（500万円／年程度）の付加価値が認められる可能性が
ある」との情報を基に試算を行った結果、首都圏で約22億円、全国では47
億円の潜在市場規模が見込まれることが明らかとなった。

３）川崎エコタウンでのＩｏＴ導入への期待（ヒアリング結果）
川崎エコタウン全体活性化等を念頭に、立地企業を対象にヒアリング調査を
実施したところ、ＩｏＴ等先端情報技術導入への一定の期待が窺えた。
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３．事業化に向けた課題と今後の展開（３）

サービス
単価

５百万円
／年／社

収集運搬事業者数

首都
圏

産業廃棄物：1,192社
事業系一廃：4,166社

× ×

全国
産業廃棄物：2,515社
事業系一廃：8,788社

ユーザー
割合

産廃：28.6％
一廃：2.56％
※川崎での
ヒアリング結
果より

＝

潜在市場規模

約22億円／年

約47億円／年

川崎エコタウンでＩｏＴ等新技術導入が期待・検討されている分野

収集運搬 中間処理 その他

効率化 作業負荷低減 異常検知 自動運転 工場見学案内

事業者からの

関連コメント

• 収集運搬コスト

は効率化でき

るため、ＦＳ調

査のような形で

効率化したい

• 人件費と同等

のコストであれ

ばロボットを導

入する

• 対象物をカート

から降ろす作

業を労働安全

の面で自動化

したい

• 発電機で安定

した発電ができ

れば減収を防

げるので、ビッ

グデータ解析

等を行い、兆候

をつかむシステ

ムを導入する

方向で検討

• 倉庫自動化は

できるのではな

いか

• 燃料品質と収

量を向上できる

自動操作が可

能なビッグデー

タ解析を行いた

い

• ＩｏＴ化するとし

たら、見学案内

をロボットに任

せることなど

導入に向けた

課題

• 現状では業者

のテリトリーの

問題があって

難しい

• 人件費で0.4人

分程度の削減

効果しかなく、

人手不足対策

にならない（安

全対策や見学

者へのＰＲ効

果）

• 現場としては来

期には入れた

いが、2〜3年

以内に導入で

きればという状

況

• 選別等の前処

理をせず、来た

ものをそのまま

破砕機に投入

してプラントに

流している

• 現在案内をし

ている人の人

件費に代替す

るほどの費用

対効果が見込

めないこと



４）低炭素化効果の算出
①焼却炉の更新、破砕機及びサイクルペールの導入による低炭素化効果
は、約5,880トンと算出された。（バケツ等リユース効果含む。）
②ロジスティクスセンター整備による運用改善、及び③(株)中商によるシステ
ム導入による収集運搬効率化効果は、それぞれ10トン、３トンである。
（川崎市全体へのシステム導入効果（ポテンシャル）は、244トン。）
①～③合計の低炭素化効果は、約5,893トン／年が期待される。

５）地域活性化等の効果検証
環境技術から地球環境問題を解決する最先端の環境技術まで幅広く展
示を行い、川崎から国内外へ発信し、ビジネスマッチングの場を提供すること
等を目的とした「川崎国際環境技術展2018」にて、本実証等に係る周知
を行い、来場者からは定性的ながら高い評価を受けている。
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３．事業化に向けた課題と今後の展開（４）

カテゴリ別 数値 単位

Ａ．事業実施前の排出量 20,547 t-CO2

Ｂ．事業実施後の資源代替分 3,136 t-CO2

Ｃ．事業実施後の排出量 17,790 t-CO2

Ｄ．事業実施前の資源代替分 0 t-CO2

（A+B）-（C+D） 5,893 t-CO2

(株)中商のブース 日本電気(株)のブース



FS事業の実施体制図
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（参考）FS事業の実施体制図・スケジュール

FS事業のスケジュール
7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

事業化に向けた基礎データの収集

ビジネスモデルの検討

IoT活用方策の検討

資源回収シミュレーション

事業計画の策定
（分別収集・前処理含む施設全体）

事業化に向けた基礎データの収集

ビジネスモデルの検討

実証事業

事業計画の策定

アに伴う低炭素化効果

イに伴う低炭素化効果

川崎エコタウン全体の低炭素化ポテン
シャルの算出

地域活性化効果の検証

ウ
低炭素化効果
の検証

エ
地域活性化効
果等の検討

平成29年度基本方針 調査事項

ア

産業廃棄物か
らの資源回収
高度化及び低
炭素化

平
成
2
9
年
度
報
告
書

（
最
終
報
告

）

報告書作成

F
S
調
査

イ
IoTを活用した
収集運搬シス
テム最適化

発注者：環境省環境再生・資源循環局リサイクル推進室



平成29年度地域循環圏・エコタウン低炭素化促進事業

1

都 市 ご み 焼 却 灰 の 中 に 含 ま れ る 貴 金 属 回 収 と
鉄 ス ク ラ ッ プ か ら の 低 ク ロ ム 分 離 に よ る セ メ ン ト 原 料 化

に 関 す る 実 証 ・ 調 査

資料５－４

太平洋セメント
FS事業成果概要



背景
都市ごみの処理は、減容と鉄等の主要資源のリサイクルに最適化され
ており、それ以外の資源回収はほとんど行われていない。再資源化の
忌避物質（セメント：Cr、鉄鋼：Cu）も未処理のままとなっている。
都市の面的な資源効率を引き上げるためには、静脈物流を担う各社
が取引条件や各種設備の操業条件を見直していく必要があるほか、
新たな破砕・選別技術、また再資源化技術を導入していく必要がある。

目的
首都圏における全体最適な資源循環システムの構築を念頭におきな
がら、必要とされる新技術（環境技術）の検討、既往技術や操業
条件の見直し、事業者間の新たな連携・取引形態の可能性を探る。

実施項目
１）都市における未資源化物質賦存量の推計
２）都市における面的な資源効率向上を目指すための技術課題の検討
３）現状の廃棄物性状調査

2

１．事業概要

事業化の処理フロー

セメントメーカー
（太平洋セメント）

非鉄製錬メーカー
（三井金属鉱業・東邦亜鉛）

電炉メーカー
（東京製鐵）

金属リサイクラー
（スズトク,エンビプロ）

各自治体のごみ処理施設

特殊鋼メーカー
（選定中）

不燃残さ 金属スクラップ類

塩素バイパスダスト 高Crスクラップ
(重/貴金属濃縮)

低Crスクラップ電炉スラグ

(低Cr化)

非鉄スラグ

(低Cr化)

(低Cr化)(低Cr化)

鉛、亜鉛、金、銀 など 普通鋼製品

都市ごみ焼却飛灰
(重/貴金属含有)

特殊鋼製品

(重/貴金属含有)

セメント

シュレッダー
ダスト

(SUS混入)(重/貴金属含有)

製鋼
煙灰

１ ２

都市ごみ焼却主灰
(重/貴金属含有)

（注）図中の丸数字は、今後確立すべき新たなマテリアルフロー（及びこれを実現する技術開発）を示す。



都市における未資源化物質賦存量の推計結果
東京都・埼玉県における廃棄物の発生量の推計
廃棄物性状調査をもとに各元素の賦存量の推計

現状の廃棄物性状調査結果
文献での成分調査（焼却灰、溶融スラグ、溶融メタル、不燃残渣）
サンプルを用いた成分分析（電炉スラグ、製鋼煙灰、非鉄スラグ）

3

２．事業の成果（１）

品目 発生元

軽元素 ハロゲン ベースメタル 重金属
ｶﾙｼｳﾑ 珪素 硫黄 リン フッ素 塩素 ｱﾙﾐﾆｳﾑ 鉄 銅 クロム ニッケル マンガン 鉛

Ｃａ Ｓｉ Ｓ Ｐ Ｆ Ｃｌ Ａｌ Ｆｅ Ｃｕ Ｃｒ Ｎｉ Ｍｎ Pb
％

（酸化
物）

％
（酸化
物）

％
（酸化
物）

％
（酸化
物）

％ ％
％

（酸化
物）

％
（酸化
物）

％ ％ ％
％

（酸化
物）

％

電炉スラ
グ

酸化スラ
グ

ケースA 29.87 16.14 0.22 0.31 0.04 0.09 15.57 21.05 0.01 1.91 0.003 10.52 ND

ケースB 23.49 17.53 0.13 0.27 0.01 0.12 13.44 26.43 0.01 3.47 0.002 8.49 0.003 

還元スラ
グ

ケースA 42.18 19.45 1.85 0.04 0.01 0.09 15.65 6.98 0.01 0.31 0.003 2.00 ND

ケースB 46.91 10.98 4.03 0.004 ND 0.05 20.48 0.66 0.002 0.01 0.002 0.12 ND

製鋼ダスト
ケースA 5.94 4.60 2.37 0.24 0.04 2.00 2.00 42.45 0.15 0.69 0.10 6.72 0.44 

ケースB 3.09 3.22 1.69 0.22 0.34 5.73 0.82 24.88 0.22 0.53 0.02 3.17 1.84 

非鉄製錬スラグ
ケースA 18.06 14.76 5.82 0.85 0.15 0.13 5.26 43.79 0.44 0.45 0.04 2.83 0.01 

ケースB 11.24 17.54 0.84 0.29 0.03 0.58 9.92 36.48 0.12 0.59 0.03 5.67 0.01 

塩素バイパスダスト

ケースA

ケースA：1 41.27 6.95 11.69 0.08 0.04 8.80 2.13 2.06 0.02 0.005 0.004 0.07 0.50 

ケースA：2 34.93 6.86 9.45 0.20 0.03 9.33 2.53 1.51 0.01 0.01 0.004 0.06 0.42 

ケースB

ケースB：1 31.89 4.38 8.68 0.18 0.04 31.89 1.43 0.90 0.03 0.004 0.004 0.03 0.90 

ケースB：2 11.11 2.14 6.25 0.07 0.03 11.11 0.76 0.33 0.04 0.001 0.003 0.01 1.09 

ケースB：3 15.46 2.41 7.66 0.09 ND 15.46 0.88 0.41 0.05 0.001 0.003 0.02 1.15 

ケースごと
のばらつき
大きい

項目
東京都＋埼玉県

主灰・飛灰
溶融飛灰 溶融スラグ 溶融メタル 不燃残渣 鉄スクラップ 電炉スラグ 製鋼煙灰 非鉄スラグ

バルク量（kt） 539 73 5 87 4,114 279 40 22

各元素
量（t）

Au 2.69 0.13 0.23 0.05 - - - -
Ag 8.64 0.13 0.26 1.04 - - - -
Cu 989 24.1 374 574 11,518 23.6 74.6 63.0
Pt 0.03 0.004 0.07 0.009 - - - -
Pd 0.94 0.11 0.05 0.09 - - - -
Cr 253 84.1 21.9 15.7 13,982 6,216 247 118
Pb 657 0.61 1.23 40 - - 463 2.08

賦存量大→回収技術の検討 忌避物質の混入
→選別技術の検討

は今回の調査で賦存量推計を実施したもの

※－は含有濃度のデータが無いもの
※鉄スクラップは含有濃度のデータが無いため、
電炉普通鋼の含有濃度より推計した。

各サンプルの成分分析結果一覧

廃棄物発生量及び未資源化物質賦存量の推計結果一覧



東京都・埼玉県におけるCrのマテリアルフロー

主な推計上の課題
元素含有濃度に関する課題
東京都と埼玉県で同一の元素含有濃度のデータを使用したため、地域ごとの
廃棄物中の各元素含有濃度の差異を反映できていない（※１）。
焼却灰中の元素含有濃度のデータの中で代表性が高いと考えられるものを文献
より引用しているが、サンプリングの問題上、調査ごとに含有濃度のばらつきが
大きくなるとのことであり、推計精度にも影響が出ている（※２）。
電炉スラグ、製鋼煙灰、非鉄スラグの各サンプル濃度の平均値を推計に使用し
たが、電炉スラグ中Crなどサンプル分析値にばらつきが大きいものもある(※３) 。
廃棄物の組成に関する課題
一般廃棄物由来の金属スクラップには、特殊鋼が混入していると考えらえるが、
現在統計上のデータは存在しない。特に、Crのフロー推計の精度向上のために
は、SUS等混入比率の特定が必要とされる（※４）。
主灰と飛灰の発生量の内訳データが存在しない（今回は、一般的な発生比率
を用いて推計）。元素の中には、主灰と飛灰で濃度が大きく異なるものもある
ため、精度向上のためには、内訳の実績データがあることが望まれる（※５）。
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２．事業の成果（２）

(※１)
可燃ごみ

焼却主灰・飛灰
248t

産業廃棄物

粗大ごみ
不燃ごみ
資源ごみ

直接資源化
金属

金属スクラップ
255t

SUSスクラップ
35,770t

鉄スクラップ
13,982t

溶融飛灰
1.82t

溶融スラグ
48.4t

溶融メタル
8.01t

電炉スラグ
6,215t

製鋼煙灰
247t

不燃残渣
15.7t

非鉄スラグ
118t

セメント原料も
しくは最終処分
(焼却灰由来)

252t

溶融飛灰
3.18t

溶融スラグ
35.8t

溶融メタル
13.9t

焼却主灰・飛灰
27.5t

(※３)

(※４)

（※２）

(※５)

マテバラ合わずマテリアルバラ
ンス合わず

ガス化溶融

灰溶融

(※５)

産業廃棄物は本調査の推計対象外
電炉普通鋼

7,520t
その他
本調査では推計せず



分析および考察
焼却灰中の有用金属

今回の推計では、東京都・埼玉県で年間2.69tの金（銀8.64t、銅989t、
パラジウム0.94t、プラチナ0.03t）が焼却主灰・飛灰・溶融飛灰に賦存して
いることが示された。
エコセメントシステムによる有用金属等回収技術を用いた場合、東京都・埼玉
県で回収できる量は約0.12t（金の場合）と推計される（賦存量の約５%）。
焼却灰から、より効率的に有用金属回収を実現できる技術の開発が課題となる。

セメント等忌避物質の混入
東京都・埼玉県で発生する鉄スクラップ中に約13kt/年、電炉スラグ中に約
6kt/年（約26,900ppm）、非鉄スラグ中に約0.1kt/年（約
5,200ppm）のクロムが混入しているという推計結果が示された。
スラグをセメント原料として有効利用する場合、セメントにとっての忌避物質にあ
たるクロムの混入は、可能な限り防止されることが望まれる。
混入の原因は、磁選された鉄スクラップにマルテンサイト系SUSスクラップなど
が混入していることであると推測される。非鉄製錬の工程で非鉄スラグへのクロ
ム分配量を調節することは困難であり、前工程でのクロム選別が必要とされる。
また、鉄スクラップ中に約12kt/年の銅が混入しているという推計結果も示さ
れており、普通鋼電炉にとっての忌避物質となる銅の選別も課題となる。
以上のような課題に対応するために、鉄スクラップの高度選別技術の開発が今
後課題になると考えられる。

クロムの混入源
東京都・埼玉県で発生する鉄スクラップ中に約13kt/年のクロムが混入して
いるという推計結果が示された。
現状、鉄スクラップ中のクロムの混入源を正確に特定できていない。現場の意見
によれば、シュレッダースクラップのほかにダライ粉やヘビースクラップもクロムの
混入源となっている可能性も指摘されている。
前工程でのクロムの選別のために、より細かな区分に基づく分析等を通して、クロ
ム混入源の特定を進めていくことが課題になると考えられる。
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２．事業の成果（３）

※エコセメントシステム … 都市ごみ焼却灰を主原料としてJISR5214に基づくエコセメントを製造する設備



環境負荷削減効果
都市ごみ１ｔから生じる焼却灰、鉄スクラップ（産業由来含む）の再資源化に係る
CO2排出量を推計した。
新規シナリオでは、焼却灰からのセメント生産において得られた塩素バイパスダストが非
鉄製錬原料を代替することを想定した。また、鉄スクラップは低Cr、高Crに分離され、
高Crスクラップが鉱山由来のフェロクロムを代替すると想定した。
本技術の採用によってもたらされるCO2削減効果は以下の3点である。
① 塩素バイパスダストでの貴金属等回収による非鉄金属原料代替効果
② 電炉スラグ・非鉄スラグ活用拡大によるセメント原料代替効果
③ 特殊鋼生産に用いるクロム原料代替効果
都市ごみ1トン当たりのCO2削減量は3.1kg-CO2であった。東京都・埼玉県全体の
都市ごみ発生量を6,869ktとすると、年間のCO2削減量は21,295tと見込まれた。

都市における面的な資源効率向上を目指すための技術課題の検討
1. 焼却灰からの有用金属回収技術

セメント産業では、塩化揮発法による金属の濃縮・分離が可能だが、非鉄製錬業
で原料化できるほどに濃縮していくことが今後の主課題として挙げられた。
各種金属の粒度別分布に着目したふるい選別も課題である。
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２．事業の成果（４）

CO2削減量
都市ごみ1tあたり 3.1 kg-CO2e/t
年間あたり 21,295t-CO2e/年

2. 鉄スクラップの高度な評価・回収技術
現状鉄スクラップは検収員の経験や目
視で評価されているが、より高度な評
価や選別を可能とする技術を検討
画像解析によるスクラップの評価（高
Cr、銅など）が候補として挙げられた
が、形状が一定でない物体の識別には
引き続きの課題もあることを確認
画像解析によるスクラップの評価に加え、
評価後の選別技術も開発していく必要
がある。

＜シュレッダー後の鉄スクラップ＞



事業化に向けた課題
① 技術課題の解決

都市ごみ焼却灰からの有用金属回収技術の確立（商業レベル）、また鉄
スクラップの高度な評価・選別技術（普通鋼スクラップとそれ以外の磁着スク
ラップ等）の確立（同）を目指す必要がある。

② 不燃・資源ごみ／電炉スラグ・ダストの有用・忌避成分の情報充実
都市の不燃・資源ごみ中に含まれる磁着物（普通鋼＋マルテンサイト系ス

テンレス鋼等）の内訳、またこれらが電炉で再資源化される際に発生する電
炉スラグやダスト（製鋼煙灰）の成分には不明点が多い。有用成分のみな
らず、再資源化の忌避成分についても情報充実を図る。

③ 事業者間における新たな取引形態の確立
本事業で想定している静脈サプライチェーンの全体最適化を行おうとすると、
事業者横断的な利益転嫁や情報共有のしくみが必要になる。こうした取引
を成立させるためのビジネス形態（組合方式、クレジット等の経済的手法を
導入する方式等）を検討する必要がある。

今後の展開
① 実用化に向けた調査研究及び技術実証

本事業で整理された技術課題を解決するための調査研究、また実証を行って
いく（都市ごみ焼却灰からの有用金属等回収技術、鉄スクラップの高度な評
価・選別技術等）。

② 廃棄物（不燃ごみ、電炉スラグ、電炉ダスト）の成分に関する情報集積
不燃ごみ等の成分で明らかになっているものは少なく、また投入される原料に

よって電炉スラグ・ダストの成分も変化してしまうことから、成分情報の充実を図
ることで、安定した操業条件の模索等を行う。

③ 「資源コンビナート構想」の実現
複数事業者間で資源のやりとりを全体最適化した取引の可能性を探る。
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３．事業化に向けた課題と今後の展開

連絡先 担当 ：太平洋セメント株式会社環境事業部
営業企画グループ 花田・森・鈴木

電話番号 : 03-5531-7417
E-Mail    : takashi_hanada@taiheiyo-cement.co.jp



FS事業の実施体制図
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（参考）FS事業の実施体制図・スケジュール

FS事業のスケジュール

申請者
（太平洋セメント）

非鉄製錬メーカー
（三井金属鉱業・東邦亜鉛）

電炉メーカー
（東京製鐵）

金属リサイクラー
（スズトクＨＤ,エンビプロＨＤ）

特殊鋼メーカー
（今年度は連携なし）

自治体
（東京都環境局、埼玉県環境部）

「資源コンビナート」構成企業群
地域循環圏・エコタウン構想

オブザーバーとして助言

連携

大学・研究機関
（早大・東大・国環研）

事務局サポート
（MURC、エコメビウス）

委嘱（学術的分
析、助言行為
等）

委託（研究会運
営等）

事業効果・波及効果
等分析結果の還元

自治体の関連機関
（東京都環境科学研究所・
埼玉県環境科学国際センター）

委嘱（データ提供、
助言行為等）

平成29（2017）年 平成30（2018）年

５月 ～ ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

事業準備

公募

採択

交付（契約）手続き

都市における未資源化物質賦存量の推計

各種発生量把握

処理フロー推計

有用資源量推計

現状廃棄物性状調査

文献調査

サンプリング分析

都市における面的な

資源効率向上を目指

すための技術課題

研究会 10/179/19 12/26 1/23


